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オンライントランザクション処理における
Dynamic Voltage and Frequency Scalingを
用いたアプリケーション指向省電力化手法

早 水 悠 登†1 合 田 和 生†1

中野 美由紀†1 喜 連 川 優†1

近年，情報技術分野においても低炭素化が求められ，なかでも消費電力増加が著しい
データセンタの省電力化は急務である．電子商取引などの重要な社会インフラを支え
るオンライントランザクション処理（OLTP）はデータセンタの主たるアプリケーショ
ンであり，OLTPが稼動するサーバの省電力化は重要な課題である．しかし，OLTP

はシステムの可用性や性能への要求が厳しいために省電力化が難しく，これまで有効
な省電力手法はほとんど提案されてこなかった．本論文では OLTP の省電力化をす
るために，プロセッサの Dynamic Voltage and Frequency Scaling（DVFS）機能
を用いたアプリケーション指向省電力化手法を提案する．この手法では DVFSを利用
することでシステムを停止することなく省電力化が可能である．またアプリケーショ
ンの実行時性能情報を活用して DVFS を制御するため，アプリケーションの性能要
求に応えつつ省電力化を行うことができる．評価実験においては TPC-Cベンチマー
クを用いて，実際のサーバにおける負荷のもとで本提案手法の省電力効果を検証した．
その結果，応答時間指向 DVFSポリシを用いた場合には 10.0 W（全体の 6.4%），ス
ループット指向 DVFS ポリシを用いた場合には 11.8 W（全体の 7.5%）の消費電力
削減効果が確認された．
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Recently Information Technology has been required to achieve low-carbon
technology. Power consumption in data centers has been growing remarkably

recent years, and the demand for power saving of datacenters is particularly
increasing. Online transaction processing (OLTP) is one of main important
applications on data centers and OLTP becomes a key technology for social in-
frastructures such as e-commerce, e-trading and so on. Thus, for saving power
of data centers, power saving of OLTP on large number of servers is an essential
challenge. Because its power saving is difficult due to strong requirements on
performance and availability, few solutions have been proposed so far. In this
paper, we proposed an application-aware power saving method using Dynamic
Voltage and Frequency Scaling (DVFS) of processors for OLTP. Our method
enables runtime power saving by using DVFS, and exploits runtime perfor-
mance information of applications for saving power as much as possible under
a given performance requirement. We conducted experiments to evaluate the
effect of our power saving method with TPC-C and real-world workload. As a
result, 10.0 W (6.4% of total) was saved by using response time oriented DVFS
policy, and 11.8 W (7.5% of total) by throughput oriented DVFS policy.

1. は じ め に

低炭素化が叫ばれる現在，情報技術分野においても広く省電力化が求められている．一

方で，Amazon EC2，Microsoft Azureなどのクラウド・コンピューティング・サービス，

eBayなどの電子商取引，Facebookなどのソーシャルコンピューティングなどの大規模シ

ステムはデータセンタ上に構築されており，これらのデータセンタの消費電力は年々増加し

ている．米国環境保護庁が 2007年に発表した調査1) によると，米国内におけるデータセン

タの消費電力は 2000年から 2006年にかけておよそ 2倍になり，2011年にはさらにその 2

倍にまで増加することが予測されている．データセンタの消費電力増加は電力コストの増加

を招くだけでなく，電力供給の制約により計算・記憶資源の新規導入や増強が阻害されると

いう問題を引き起す．そのため，データセンタの省電力化の必要性が高まっている．

EMERSON の報告2) によると，データセンタで消費される電力のうち 44%がサーバに

よって消費されており，データセンタの省電力化のためにはサーバの省電力化が効果的であ

る．サーバの消費電力を削減することにより，配電機器や無停電電源装置（UPS）などの給

電設備の消費電力もまた削減することができる．これによってデータセンタ内の総発熱量が

低下するため，冷却設備の消費電力も削減することができる．つまり，サーバの省電力化は
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データセンタ全体の省電力化を行う足がかりとなる．

従来から，低消費電力プロセッサ，低消費電力メモリなどを組み合わせたサーバ機器の省

電力化は多く試みられている．加えて，コンテナ型データセンタ，ラッカブル・クラスタな

ど，サーバ機器を効率良く集積し，空調効率も含めた省電力化を図るクラスタシステムが

製品化されている．しかしながら，機器設備による省電力化はデータセンタ構築など新た

な機器導入時には有効であるが，運用開始後のデータセンタにおいて想定以上の省電力化

は望めない．また，個々のサーバ，クラスタの消費電力は低減されるとしても，文献 1)に

あるようにデータセンタの成長規模がサーバ機器の省電力化を上回っていると考えられる．

つまり，データセンタの省電力化においては，低消費電力な機器設備の導入に加え，運用開

始後の省電力化を考慮しなくてはならない．

データセンタにおいて，大量の情報を処理し，管理するための中心的役割を果たしている

のはデータベースサーバである．データベースサーバにおける主要なアプリケーションの 1

つとして，オンライントランザクション処理（OLTP）がある．OLTPアプリケーションは

しばしば高スループット・低遅延を達成することが要求される．そのため，OLTPシステ

ムには潤沢な計算・記憶資源が投入され，大量の電力を消費する．それに加えて OLTPシ

ステムの停止はビジネスの機会損失に直結するため，これらのサーバはつねに稼動し電力を

消費する．このように消費電力の大きい OLTPシステムの省電力化は，データセンタの省

電力化において避けて通ることができない課題である．しかし，性能・可用性への厳しい要

求のために省電力化が難しく，OLTPの省電力化手法はほとんど提案されていない．

データセンタ運用時の省電力化，特に社会活動，経済活動の基盤となるデータベース・サー

バを対象とした省電力化では，アプリケーションを停めることのない実行時の省電力化手法

が必要となる．アプリケーション実行時の省電力化手法として，プロセッサの動作周波数・

電圧を動的に調整することにより省電力化を行う Dynamic Voltage and Frequncy Scaling

（DVFS）機能が現在広く用いられている．プロセッサの消費電力は動作周波数と動作電圧

の 2乗に比例するため，これらを低くすることで消費電力を削減することができる．一方，

プロセッサの命令スループット（単位時間あたりの命令実行数）は動作周波数に比例するた

め，動作周波数の低下はアプリケーション性能の低下を招く可能性がある．DVFSの動作

周波数・電圧の制御方法に関して，消費電力と命令スループットのバランスをいかにとるか

については様々な研究が行われてきた．しかし，そのほとんどはプロセッサやシステムのレ

イヤで閉じた制御であり，アプリケーションの性能に重点を置いた制御手法は少ない．

本論文では OLTPの省電力化を実現するために，DVFSを用いたアプリケーション指向

省電力化手法を提案する．まず，OLTP処理モデルにおいて DVFSを利用した際の省電力

化の可能性について検討し，OLTP実行時において省電力化可能であることを示す．提案

する手法では，アプリケーション負荷に応じて DVFSにより動作周波数を制御し，アプリ

ケーションを停止することなく省電力化を行う．その際，継続的に OLTPの実行時性能を

モニタリングし，OLTPに求められる性能要求を満たしつつ省電力化を行わなければならな

い．DVFSを用いた OLTP処理モデルに基づき，応答時間とスループットという 2つの性

能指標について，アプリケーションの性能目標を満たしながら省電力化を行うためのDVFS

ポリシを設計した．さらに，提案する手法の有効性を確認するため，この 2つの DVFSポ

リシを TPC-C ベンチマークを用いて評価し，実行時の省電力効果を検証した．なお，本

論文においては，データベースがすべて主記憶に格納されており，プロセッサおよびメモリ

アクセス性能がアプリケーション性能に対して支配的な影響を持つ環境を仮定して議論を

行った．

本論文の構成は次のようになっている．2章では OLTPとアプリケーション指向省電力

化の概要について述べるとともに，DVFSを用いた OLTP処理モデルを示し，アプリケー

ションの実行時性能要件を満たしつつ省電力化を行う DVFSポリシを提案する．3章では

実験環境と当該システムの基本性能測定の結果を説明する．4章では人工的に合成した負荷

と実サーバのトレースをもとにした負荷を用いて行った評価実験の結果を示す．5章では関

連研究を紹介し，6章で結論を述べる．

2. オンライントランザクション処理とアプリケーション指向省電力化

2.1 オンライントランザクション処理と省電力化

オンライントランザクション処理（OLTP）とは，同時に多数のトランザクションを処理

するデータベースアプリケーションである．銀行取引，電子商取引，電子証券取引など社会

に欠かすことのできないミッションクリティカルなサービスにおいて基盤技術として利用

されており，一般に高い可用性が求められている．同時に，高いトランザクション処理性能

が求められ，システムが備えるスループットや応答時間の最大性能がサービスレベル契約

（SLA）によって規定されている場合が多い．

OLTPを省電力化する際に，上述の高い可用性とアプリケーション性能に対する要求を

満たしつつ，システムの消費電力の削減を行う必要がある．データベースシステムおける省

電力化のアプローチとしては，これまでシステムレベルあるいはミドルウェアレベルでのア

プローチが検討されてきた．このようなアプローチは，性能の一時的な低下がある程度許容
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される環境においては消費電力の削減に有効であるものの，アプリケーション性能が高度に

規定されている OLTPにおいては，アプリケーション性能の達成と消費電力の削減を両立

させることは難しい．アプリケーション性能を直接とらえ，性能規定に従ってシステムの制

御を行うことにより消費電力の削減を目指すアプリケーション指向の省電力化が不可欠で

ある．

2.2 Dynamic Voltage and Frequency Scalingによるアプリケーション指向省電

力化

現在流通しているプロセッサの多くは実行時に動作周波数・電圧を変更することにより消

費電力を削減する Dynamic Voltage and Frequency Scaling（DVFS）機能が搭載されて

いる．たとえば，Intel社の Xeonプロセッサにおいては，Intel SpeedStep Technology機

能が搭載されており，特殊なレジスタに値を書き込むことによりソフトウェアから動作周波

数を指定することができる．

DVFS によりシステムの動作周波数を低下させると，プロセッサの命令実行スループッ

トは低下するものの，消費電力は低減する．本論文では，当該特性を活用することにより，

OLTPの実行時省電力化を目指す．OLTPにおいて，システムが有するトランザクション

処理性能と比較してトランザクション到着率が低い場合や，ディスク IOが多発しシステム

の処理性能がディスク性能に律速されている場合においては，DVFSを用いてプロセッサ

の命令実行スループットを低下させたとしても，これが OLTPのアプリケーション性能に

与える影響は小さく，アプリケーションの性能低下を抑えつつシステムの省電力化を行うこ

とができる可能性がある．アプリケーション性能を直接測定することにより，与えられたア

プリケーション性能目標を維持しつつシステムの消費電力の削減が可能な状況を精緻にとら

える実行時の DVFS制御手法が必要である．

次節以降では，OLTPの性能指標として応答時間とスループットの 2つに着目し，各ア

プリケーション性能の測定に基づき，性能目標を満たしつつシステムの消費電力を削減可能

なプロセッサの周波数を実行時に決定する DVFSポリシを設計する．

2.3 動作周波数とオンライントランザクション処理性能の関係分析

DVFSポリシの設計を行うにあたり，動作周波数と OLTP性能がどのような関係にある

のかを把握する必要がある．そこで OLTPの処理をモデル化し，そのうえで DVFSポリシ

の設計を行う．

図 1 にトランザクション処理のモデルを示す．OLTPアプリケーションでは，複数のユー

ザからデータベースサーバにトランザクションリクエストが送信され，データベース管理シ

図 1 データベースサーバのトランザクション処理モデル
Fig. 1 A transaction processing model of a database server.

ステム（DBMS）によって処理される．データベースサーバのプロセッサ数を s �1とすると，

DBMSは同時に s個のトランザクションを処理できるので，窓口数 sの待ち行列として考

えることができる．ただし，トランザクション間におけるロック競合などの処理の依存関係

はないものと仮定する．ここで，1プロセッサあたりの平均スループットを μとすると，一

般に f が高いほどスループット μも高くなる．本論文では処理時間がプロセッサ性能に律

速されるシステムを想定するため，μ = αf（αはプロセッササイクルあたりのトランザク

ション処理スループット）と仮定して動作周波数と OLTP性能の関係について検討を行う．

トランザクション到着率を λとすると，P0（処理待ちおよび処理中のトランザクション

が系内にない確率），Wq（トランザクションの平均待ち時間），R（平均応答時間）はそれ

ぞれ次のように表される．

P0 =
1

∑s

k=0
ρk

k!
+ ρs+1

s!(s−ρ)

(1)

Wq =
sρs+1

s!(s − ρ)2
P0 (2)

R = Wq +
1

μ
= Wq +

1

αf
(3)

ただし ρ = λ/μ = λ/αf である．

プロセッサの最大動作周波数を f0 とし，動作周波数が f = f0，0.8f0，0.6f0 のそれぞれ

�1 ここではマルチコアプロセッサにおける 1 コアを 1 プロセッサと数えている．
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(a) トランザクション到着率と応答時間 (b) トランザクション到着率とスループット

(a) Transaction arrival rate and

response time

(b) Transaction arrival rate and

throughput

図 2 トランザクション到着率と OLTP 性能の関係
Fig. 2 A relationship between transaction arrival rate and performance of OLTP.

の場合について，トランザクション到着率と応答時間の関係を図 2 (a)に示す．f = f0 の場

合を例にとると，トランザクション到着率 λが 0に近くシステムが低負荷な状態にあると

きはWq � 0であり，応答時間 Rは R � 1/αf0 である．λが増加してシステムにかかる負

荷が高くなるにつれて Rは増加し，λが sαf0 に近づくにつれて急増する．この傾向は動作

周波数が異なる値をとるときにも同様であり，動作周波数が 0.8f0，0.6f0 と下がるにつれ

て，到着率が低くても応答時間 R が急増することが図 2 (a)から分かる．この応答時間 R

の急激な変化をとらえることで，動作周波数切上げの契機とすることができる．

スループットと到着率の関係を図 2 (b)に示す．動作周波数 f = f0 の場合を例にとると，

到着率が sαf0 より低い場合には到着率とスループットは比例しているが，sαf0 より到着率

が高い場合にはスループットは上がらない．この傾向は他の動作周波数の場合にも同様であ

り，動作周波数 0.8f0 のときにはスループットの上限は 0.8sαf0，0.6f0 の場合には 0.6sαf0

である．仮に性能目標としてトランザクション処理スループット Tth 以上を達成することが

求められたとすると，sαf > Tth の範囲内における最小の f を選択することで性能目標を

達成しつつ省電力化を行うことができる．

2.4 アプリケーション指向省電力化手法におけるDVFS制御方式

我々の提案するアプリケーション指向省電力化手法におけるDVFS制御のアーキテクチャ

を図 3 に示す．この手法では，データベースサーバにおいて動作する DVFSコントローラ

がアプリケーションから一定時間間隔で実行時性能情報を取得し，DVFSポリシに従いプ

図 3 アプリケーション指向省電力化の DVFS 制御アーキテクチャ
Fig. 3 DVFS control architecture for application-aware power saving.

ロセッサの動作周波数制御を行う．DVFSコントローラは OLTP以外のアプリケーション

への対応を考慮し，データベースサーバにも非依存となるよう独立したモジュールとして設

計している．

OLTP実行時の DVFSのコントローラにおける動作周波数の決定方法として，本研究で

は OLTPにおける SLAを定める際に用いられることの多い応答時間とスループットとい

う 2つの性能指標に着目する．まず，それぞれについて次のような性能目標を設定した．

• 応答時間：平均応答時間が Rth 以下であること

• スループット：システムのトランザクション処理性能がスループット性能目標 Tth 以上

である

これらの性能目標のそれぞれについて，目標を達成しつつ省電力化を行う DVFSポリシ

を設計した．以下，応答時間を指標として用いる応答時間指向DVFSポリシと，スループッ

トを指標とするスループット指向 DVFSポリシを順に説明する．

2.4.1 応答時間指向DVFSポリシ

応答時間指向 DVFSポリシでは，平均応答時間が Rth 以下であることが性能目標である．

この目標を達成しつつ，できるだけ動作周波数を低くして消費電力を削減するようポリシ設

計を行った．

このポリシでは，一定の時間間隔で取得される平均応答時間の値をもとに，図 4の疑似コー

ドに示すRT based policy関数を用いて動作周波数の増減を決定する．この関数の中では，応

答時間の測定値がRth×R up ratioよりも大きければ動作周波数を上げ，Rth×R down ratio
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1 Rth // response time constraint

2 R up ratio // threshold for raising frequency . R up ratio < 1

3 R down ratio // threshold for dropping frequency . R down ratio < R up ratio < 1

4

5 function RT based policy(response time){
6 if (response time > Rth ∗ R up ratio)

7 raise frequency();

8 else if (response time < Rth ∗ R down ratio)

9 drop frequency();

10 }

図 4 応答時間指向 DVFS ポリシの疑似コード
Fig. 4 A pseudocode of response-time-aware DVFS control policy.

よりも小さければ動作周波数を下げるという処理を行う．ただし

0 < R down ratio < R up ratio < 1

である．R up ratio を導入することにより応答時間が実際に Rth を上回る前に動作周波数

を上げることができると期待される．R up ratio は，その値が 1に近くなるほど動作周波

数の上昇が抑制される．実際のシステムにおいては個々のトランザクションに対する応答

時間にはばらつきがあるため，高負荷時には R up ratio が 1に近いほど応答時間が Rth を

超えるトランザクション数が増加すると予想される．消費電力に関しては，R up ratio の

1に近いほど動作周波数の上昇が抑制されるため，消費電力は低くなる傾向にあると考えら

れる．

また，R up ratio と R down ratio の値に差を設けることで，動作周波数の振動を抑制す

ることができる．R down ratio の値が R up ratio の値と近くなるほど，平均応答時間の値

が R down ratio 付近の場合に動作周波数の上昇・下降が繰り返される可能性が高くなる．

性能目標が達成できない恐れがあるために動作周波数を引き上げるべきと判断される状況

において，このような動作周波数の上昇・下降が繰り返されることは応答時間の性能目標違

反が発生する確率を高くする．消費電力に関しては，R down ratio の値が 0に近くなるほ

ど，動作周波数の下降が抑制されるため消費電力は高くなる傾向にあると考えられる．

2.4.2 スループット指向DVFSポリシ

スループット指向DVFSポリシでは，システムのトランザクション処理性能がスループッ

1 Tth // throughput constraint

2 overspeed ratio // threshold for detecting overspeed

3 cpu busy0 // < 1

4 cpu busy1 // < cpu busy2 < 1

5 cpu busy2 // < 1

6

7 function TP based policy(throughput, arrival rate , cpu usage){
8 if (throughput > Tth ∗ overspeed ratio)

9 drop frequency(); // (A)

10 else if (throughput > Tth)

11 if (cpu usage < cpu busy0)

12 drop frequency(); // (B)

13 else

14 if ( arrival rate > Tth)

15 raise frequency(); // (C)

16 else

17 if (cpu usage < cpu busy1)

18 drop frequency(); // (D)

19 else if (cpu usage > cpu busy2)

20 raise frequency(); // (E)

21 }

図 5 スループット指向 DVFS ポリシの疑似コード
Fig. 5 A pseudocode of throughput-aware DVFS control policy.

ト性能目標 Tth 以上であることが性能目標である．そのもとで，できるだけ動作周波数を低

くして消費電力が削減できるようポリシ設計を行った．

このポリシでは，一定の時間間隔でモニタリングされるスループット，トランザクション

到着率，CPU使用率の平均値をもとに，図 5 に示す TP based policy 関数によって動作周

波数の増減を決定する．

スループットの平均値 T が目標値 Tth よりも高い場合には，必要以上の性能が達成さ

れているので，動作周波数を下げることで省電力化を行うことができる（図 5 (A)）．ただ
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し，T と Tth の値が近い場合，動作周波数を下げることで T < Tth となってしまう可能

性があるため，この領域を overspeed ratio（> 1）というパラメータを導入することで，

Tth < T < Tth × overspeed ratio と定める．overspeed ratio の値が大きいほど動作周波数

の下降が抑制されるため，性能目標違反の確率を低く抑えることができるが消費電力は高く

なる．

Tth < T < Tth × overspeed ratio の場合には，スループット性能に加えて CPU使用率

を利用して動作周波数の制御を行う．実際のシステムではスループット性能の測定値にば

らつきがあるため，性能目標に近いスループットが出ている場合には，システムのスルー

プット性能が目標達成のために十分であるかをスループットの測定値のみから判断するこ

とが難しい．このような場合には，CPU使用率が比較的低くプロセッサの処理性能に余裕

があると判断できれば動作周波数を下げてもスループットへの影響は少ないと判断できる

（図 5 (B)）．この判断に用いる CPU使用率の閾値が cpu busy0（< 1）である．cpu busy0

（< 1）の値が小さいほど動作周波数の下降が抑制されるため，性能目標違反の確率は低下

するが，消費電力は高くなる．

スループットの平均値 T が目標値 Tthよりも低く，トランザクション到着率 λが Tthより

も高ければ性能目標を達成できていないということなので動作周波数を上げる（図 5 (C)）．

スループットの平均値 T が目標値 Tth よりも低く，トランザクション到着率 λが Tth 以

下の場合には，CPU使用率をもとにして動作周波数の増減を行う．CPU使用率が比較的

低い場合には，プロセッサの処理性能に余裕があり，動作周波数を下げてもスループットが

低下することはないと考えられる（図 5 (D)）．このときの CPU使用率の閾値を cpu busy1

（< 1）とする．逆に CPU 使用率が高い場合には，動作周波数を上げることでスループッ

トが目標値 Tth を下回ることを防止する（図 5 (E)）．この CPU使用率の閾値を cpu busy2

（< 1）とする．ただし cpu busy1 < cpu busy2 である．cpu busy1 を低くすると動作周波

数の下降が抑制されるため，性能目標違反を抑える方向に作用するが，その分消費電力は高

くなると考えられる．一方 cpu busy2 を低くすると動作周波数の上昇が抑制されるため消

費電力が抑えられるが，性能目標違反の確率は高くなる．

3. 実験環境と TPC-Cを用いた基本性能測定

3.1 実 験 環 境

データベースサーバとしてDell PowerEdge R510を 1台用いた．このサーバには，Intel

Xeon X5550 2.67GHzを 2ソケット，メモリは 48 GB（DDR3 8 GB RDIMM × 6）搭載

されている．Intel Xeon X5550では，DVFS機能である Intel SpeedStepによって実行時の

動作周波数を 1.60 GHzから 2.66 GHzまで 9段階で設定することができる．データロガー

（Hioki 2332-20 Power Meter Module）とクランプ電流計を用いてストレージも含めたデー

タベースサーバ全体の消費電力を 1秒間隔で測定した．OLTPアプリケーションのフロン

トエンドサーバとしては，Dell PowerEdge R900 を 1 台用いた．このサーバには，Intel

Xeon X7460 2.66 GHzが 4ソケット，メモリは 128 GB（DDR2 4 GB FB-FIMM × 32）

搭載されている．フロントエンドサーバとデータベースサーバは 1 Gb Ethernetで接続さ

れている．

実験に用いたソフトウェア構成を以下に述べる．データベース管理システムにはMySQL

5.1.41，ストレージエンジンとして InnoDBを利用し，Linuxカーネル 2.6.18上で実行し

た．DVFSの効果を確かめるために，InnoDBのデータファイルはすべて主記憶上のファイ

ルシステムである tmpfsに配置し，データファイルがすべて収まるよう 20GBのバッファ

プールを割り当てた．DVFSの制御には，Linuxカーネルのモジュールである cpufreqを

用いた．

オンライントランザクション処理のアプリケーションとして，業界標準ベンチマークで

ある TPC-C 3) を用いた．TPC-C はフロントエンドサーバ上で実行され，データベース

サーバへトランザクションリクエストを送信する．TPC-C のデータサイズの尺度である

warehouse 数は 100（データサイズはおよそ 10GB）とした．また TPC-C のターミナル

数は warehouse数と同数の 100とし，各 warehouseに 1つずつターミナルを割り当てた．

TPC-Cのその他のパラメータは version 5.11に準拠するよう設定を行った．

3.2 TPC-Cを用いた基本性能測定

アプリケーション指向省電力化手法の評価実験に先立ち，本研究で用いた実験環境におけ

る TPC-Cの基本的な性能測定を行った．この実験では，データベースサーバの動作周波数

は最大の 2.66 GHz，最小の 1.60 GHz，その中間 2.13 GHzの 3通り，目標トランザクショ

ン到着率�1は 0～50,000 tpmCまで 5,000 tpmC刻みの 11通りとし，それぞれの組合せに

ついて，スループット，応答時間，消費電力を測定した．各設定で TPC-Cを 20分間実行

し測定を行った．測定結果の集計においては，測定開始直後・終了直前の各 1分間の過渡的

なデータを除いた平均値を測定値として採用した．

�1 実験におけるトランザクション到着率は TPC-C の keying time および think time の値により調整を行った．
このときの制御目標値をここで目標トランザクション到着率と呼ぶ．
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(a) 目標到着率と応答時間 (b) 目標到着率とスループット

(a) Objective arrival rate and response time (b) Objective arrival rate and throughput

(c) 応答時間と消費電力 (d) スループットと消費電力

(c) Response time and power consumption (d) Throughput and power consumption

図 6 基本性能測定の実験結果
Fig. 6 The results of basic performance measurements.

実験結果を図 6 に示す．図 6 (a)は目標トランザクション到着率と応答時間の関係を表し

ており，2.3 節で示したモデルから導かれるグラフ（図 2 (a)）と同じ傾向が確認された．

図 6 (b)は目標到着率とスループットの関係を表している．このグラフから，目標到着率

が低い場合には動作周波数にかかわらず到着率と同じスループットが達成できているが，そ

れぞれの動作周波数にはスループット性能上限がありそこで頭打ちとなっていることが確認

できる．これについても，2.3 節のモデルと同じ傾向である．

図 6 (c)は応答時間と消費電力の関係を表している．同じ目標トランザクション到着率の

もとで行われた測定値は点線で結ばれている．このグラフからは，動作周波数を下げると応

答時間は増加するが，消費電力が削減されることが読み取れる．つまり，応答時間が性能目

標を満たす範囲で動作周波数を下げることで消費電力を削減できることを示している．た

とえば，応答時間の性能目標が 25 msecであったとすると，目標到着率 50,000 tpmCの場

合には 2.13 GHzで動作させることで性能目標を達成することが可能であり，2.66 GHzで

動作させるよりも消費電力を削減できる．また 35,000 tpmCの場合には最低の動作周波数

1.60 GHzで性能目標を達成することができる．

図 6 (d)はスループットと消費電力の関係を示したグラフである．目標到着率が 25,000 tpmC

以下の領域では動作周波数にかかわらずほぼ同じスループットを達成できており，この領域

では性能をほとんど下げることなく消費電力を削減できることを示している．

4. TPC-Cを用いたアプリケーション指向省電力化手法の評価

提案手法による省電力効果を確かめるために，3 章と同じ環境で TPC-Cを実行し，人工

的な負荷変動および実サーバのトレースを利用した負荷変動のもとで評価実験を行った．ま

たそれに加えて，OLTPにおいてアプリケーション性能を省電力制御に利用することの有

効性を示すため，CPU使用率のみを用いるOS組み込みの DVFS制御手法との比較実験を

行った．これらの実験では 3 章の実験と異なり動作周波数の 9段階すべてを用いた．評価

を行った DVFSポリシは，1.動作周波数を最大で固定，2.応答時間指向 DVFSポリシ，3.

スループット指向 DVFSポリシの 3つである．動作周波数を最大に固定した場合の性能が

そのときどきでのシステムの最大性能を表し，評価の基準となる．

実験における応答時間指向DVFSポリシのパラメータは Rth = 20 [msec]，R up ratio =

0.8，R down ratio = 0.6 とした．またスループット指向 DVFS ポリシのパラメータは

Tth = 40,000 [tpmC]，overspeed ratio = 1.1，cpu busy0 = 0.75，cpu busy1 = 0.7，

cpu busy2 = 0.8 とした．ただしこれらパラメータの設定値は，当該実験環境において

性能目標を達成しながら省電力化を行うことが可能となるよう，予備実験の結果に基づいて

経験的に設定されたものであり，必ずしも最適な結果を与えるものではない．

4.1 人工的な負荷変動を用いた評価

この実験では，トランザクション到着率が 5,000 tpmC から 55,000 tpmC へと毎分

5,000 tpmC ずつ増加し，その後 55,000 tpmC から 5,000 tpmC へと毎分 5,000 tpmC ず

つ減少する負荷パターンを用いて測定を行った．測定に際しては，到着率を変動させる前後

30秒間は到着率を 5,000 tpmCとして測定を行っており，測定値に変化がないため実験結

果からは削除している．

情報処理学会論文誌 データベース Vol. 4 No. 2 61–73 (July 2011) c© 2011 Information Processing Society of Japan



68 オンライントランザクション処理における Dynamic Voltage and Frequency Scaling を用いたアプリケーション指向省電力化手法

(a) 応答時間 (b) 到着率とスループット

(a) Response time (b) Arrival rate and throughput

(c) 動作周波数 (d) 消費電力

(c) Operating frequency (d) Power consumption

図 7 人工的な負荷変動を用いたアプリケーション指向省電力手法の評価実験結果
Fig. 7 The results of experimental evaluations of application-aware power saving with synthetic

workload fluctuation.

実験結果を図 7 に示す．凡例の “Fixed frequency”は動作周波数を最大値 2.66 GHzに固

定した場合，“RT-based policy”は応答時間指向ポリシ，“TP-based policy”はスループッ

ト指向ポリシに従って DVFS制御を行った場合を表している．それぞれのグラフは実行時

間の経過にともなう測定値の変化を示しており，図 7 (a)は応答時間，図 7 (b)は到着率お

よびスループット，図 7 (c)は動作周波数，図 7 (d)は消費電力である．

まず応答時間指向 DVFSポリシの結果を説明する．図 7 (a)より実行時間のほとんどで応

答時間は目標値 Rth 以下に抑えられている．到着率が最大となる 600 sec近辺では応答時間

が Rth を超えているが，これはトランザクション到着率がシステムの最大性能を超えてい

るためである．スループットに関しては，図 7 (b)より実行時間全体において最大動作周波

数固定の場合とほぼ同じスループットであった．動作周波数は応答時間が Rth ×R up ratio

に到達した 300 sec付近から上昇をはじめ，450 sec付近で最大周波数に到達した．その後

770 sec付近から動作周波数は下降しはじめ，900 sec付近で最低動作周波数となり，以降動

作周波数は一定であった．図 7 (d)に示す消費電力は，450～770 secでは最大動作周波数固

定の場合とほぼ同様の消費電力であったが，450 sec以前および 770 sec以降では最大動作

周波数固定の場合に比べて消費電力を削減できたことが分かる．以上の結果より，応答時間

指向 DVFSポリシに従って DVFS制御を行うことで，応答時間を性能目標値 Rth 以下に

抑えつつ，動作周波数が最大となる 450～770 secを除いて消費電力を削減することができ

たことが分かった．

次にスループット指向 DVFSポリシの結果を説明する．図 7 (b)より，400 sec付近まで

は到着率の増加に伴いスループットは増加し，400～800 secにおいてスループットは Tth と

Tth × overspeed ratio（= 1.1Tth）の間を推移した．800 sec以降はふたたび到着率の低下

にそってスループットは低下した．これよりスループットの性能目標を達成できたことが分

かる．動作周波数は図 7 (c)に示すように 300 sec付近から上昇しはじめ，400～800 secに

おいては 2.13 GHz前後にとどまった．そして 800 sec付近から下降しはじめて 900 sec付

近において最低動作周波数となった．消費電力は図 7 (d)に示すように動作周波数およびス

ループットの値と連動しており，400 secまでは増加し，400～800 secでは 155 W前後を維

持し，800 sec付近からは減少した．到着率が最大となる 600 sec付近においては，性能目

標を達成しつつ最大動作周波数固定の場合にくらべて約 20 Wの消費電力削減効果が確認さ

れた．以上より，スループット指向 DVFSポリシに従って DVFS制御を行うことで，シス

テムのトランザクション処理性能を性能目標値 Tth 以上に維持しながら省電力化ができる

ことが分かった．

以上の結果より，我々の提案するアプリケーション指向省電力手法の応答時間指向DVFS

ポリシとスループット指向 DVFSポリシは，どちらも性能目標を達成しつつ省電力化を行

うことができると確認された．また応答時間とスループットという 2つの指標どちらを用

いるかによって，同じ到着率の変動パターンのもとで OLTP性能および消費電力に違いが

生じることが確認された．

4.2 OSレベルDVFS制御とアプリケーション性能

この実験では，OS組み込みの DVFS制御を利用した場合に，アプリケーション性能お

よび消費電力がどのように変化するかを，TPC-Cを用いて評価を行った．

評価に用いたのは，Linuxの DVFSカーネルモジュールである cpufreqの ondemandポ
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リシである．ondemand ポリシでは，sampling rate で指定された時間間隔で CPU使用率

を値を測定し，その値が up threshold よりも高い場合には動作周波数を最大まで引き上げ，

up threshold − 10%より低い場合には動作周波数を 1段階下げる，という動作周波数の制

御が行われる�1．同じ負荷のもとでは，up threshold の値が高いほど動作周波数は低く抑え

られるため，DVFSによる性能ペナルティが大きくなり，消費電力は低く抑えられる．逆に

up threshold の値が低いほど動作周波数が最大に引き上げられる機会が多くなるため，性能

のペナルティは小さくなり，消費電力は高くなる．当該実験環境で用いられた Linux 2.6.18

ではこれらパラメータの初期設定値は sampling rate = 20 [msec]，up threshold = 80%で

ある．本実験では，sampling rateを提案手法と同様の 1秒とし，up thresholdを 80%，90%，

95%と変化させて評価を行った．

評価に際しては，前節の実験と同様に TPC-Cトランザクション到着率が 5,000 tpmCか

ら 55,000 tpmC へと毎分 5,000 tpmC ずつ増加し，その後 55,000 tpmC から 5,000 tpmC

へと毎分 5,000 tpmCずつ減少する負荷パターンを用いて測定を行った．測定に際しては，

到着率を変動させる前後 30秒間は到着率を 5,000 tpmCとして測定を行っており，測定値

に変化がないため実験結果からは削除している．

測定結果を図 8 に示す．凡例の “Fixed frequency” は周波数を最大値 2.66 GHz に固定

した場合，“ondemand(80%)”，“ondemand(90%)”，“ondemand(95%)”はそれぞれ onde-

mandポリシのパラメータ up threshold を 80%，90%，95%とした場合の測定結果を表す．

各グラフは時間の経過にともなう測定値の変化を示しており，図 8 (a)は応答時間，図 8 (b)

は到着率およびスループット，図 8 (c)は動作周波数である．

まず図 8 (a) に示す応答時間の変化について説明する．グラフから分かるように，

up threshold の値が大きいほど応答時間が長くなる傾向にある．up threshold = 80%の場

合には，経過時間 300秒から 900秒までは動作周波数最大固定の場合とほぼ同様の応答時

間となった．一方で，up threshold = 90%，95%の場合には平均応答時間が大きく変動し，

トランザクション到着率が最大となる場合以外においても平均応答時間が Rth = 20 [msec]

を超えることがたびたび確認された．このことから，CPU使用率をもとにした DVFS制御

では，応答時間を一定範囲内に抑えながら省電力化を行うことは難しいといえる．

次に図 8 (b)に示すスループットの変動について説明する．このグラフから，up threshold

�1 実際には動作周波数の変動範囲を設定できるなど，さらに細かな調整が可能であるが，基本的な動作は sam-

pling rate と up threshold の 2 つによって規定される．

(a) 応答時間 (b) スループット

(a) Response time (b) Arrival rate and throughput

(c) 動作周波数 (d) 消費電力

(c) Operating frequency (d) Power consumption

図 8 OS レベル DVFS 制御を用いた評価実験結果
Fig. 8 The results of experimental evaluations with OS-level DVFS control.

が 80%と 90%の場合については，動作周波数最大固定の場合とほぼ同じスループットが全実

行時間において達成されていることが分かる．一方で，up threshold = 95%の場合には経

過時間 400秒から 800秒の間には動作周波数最大固定の場合に比べてスループット性能が低

くなった．つまり，スループット性能の最大値を抑えることによる省電力化を行うためには，

up threshold を 95%程度以上に設定する必要があるといえる．しかしながら，up threshold

を高い値に設定した場合，他のプロセスが実行されるなどのわずかな負荷変動が動作周波数

に与える擾乱が大きいと考えられる．実際に，経過時間 500秒から 570秒の間には擾乱に

よるものと思われるスループットの落ち込みが観測された．このことから，CPU使用率を

用いた DVFS制御においては，図 7 (b)に示すスループット指向 DVFSポリシのように高
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い到着率のもとでスループット性能を一定範囲内に制御することが難しいといえる．

図 8 (c) に示す動作周波数の変動について説明する．当該環境において，cpufreq で

ondemand ポリシを用いた場合には動作周波数は各プロセッサコアごとに行われるため，

このグラフでは動作周波数の平均値がプロットされている．このグラフより，いずれの場合

についてもトランザクション到着率の上昇・下降にあわせて動作周波数が上昇・下降するこ

とが確認された．また，up threshold が高いほど同じ到着率における動作周波数は低くなる

ことも確認された．

図 8 (d) は消費電力の変動を示したグラフである．いずれの場合についてもトランザク

ション到着率が高いほど消費電力も高い傾向がみられた．また，図 8 (c)に示す動作周波数

の変動と比較すると分かるように，動作周波数の差が消費電力の差に反映されていることが

確認された．

これらの実験結果より，応答時間，スループットのいずれの性能指標についても，CPU

使用率を制御指標に用いる cpufreqの ondemandポリシではアプリケーション性能を達成

しながら動作周波数を低く抑えるよう制御を行うことが難しいということが確認された．

4.3 実サーバのトレースを用いた評価

この実験では，実際のサーバの負荷パターンに対する提案手法の省電力効果を評価した．

負荷のパターンとしては，WorldCup98データセット4) を参考にしてトランザクション到

着率を変動させ，測定を行った．このデータセットは 1998年のワールドカップ期間中にお

けるWebサーバのアクセストレースデータである．測定に際しては，到着率を変動させる

前後 30秒間は到着率を 20,000 tpmCとして測定を行っており，測定値に変化がないため実

験結果からは削除している．

実験結果を図 9 に示した．図中の凡例は “Fixed frequency” は動作周波数固定の場合，

“RT-based policy”は応答時間指向 DVFSポリシ，“TP-based policy”はスループット指

向 DVFSポリシに従って DVFS制御を行った場合を表す．それぞれのグラフは実行時間の

経過にともなう測定値の変化を示しており，図 9 (a)は応答時間，図 9 (b)は到着率および

スループット，図 9 (c)は動作周波数，図 9 (d)は消費電力である．

応答時間指向 DVFS ポリシにより DVFS 制御を行った場合の結果について説明する．

図 9 (a)より，応答時間は実行時間全体にわたって性能目標の閾値であるRth より低い値に

抑えられたことが分かる．スループットは図 9 (b)に示すように動作周波数最大固定の場合

とほぼ同じスループットであった．動作周波数は図 9 (c)に示すように 2,300 sec付近から

到着率が増加するにつれて上昇し，3,500～5,000 secにおいて最大の周波数で動作した．こ

(a) 応答時間 (b) 到着率とスループット

(a) Response time (b) Arrival rate and throughput

(c) 動作周波数 (d) 消費電力

(c) Operating frequency (d) Power consumption

図 9 実サーバのトレースを用いたアプリケーション指向省電力手法の評価実験結果
Fig. 9 The results of experimental evaluations of application-aware power saving with real-world

workload.

のときには，図 9 (d)に示すように消費電力は動作周波数最大固定の場合とほぼ同じ値をと

り，それ以外の測定開始から 3,500 sec までと 5,000 sec 以降においては動作周波数最大固

定の場合と比べて消費電力を削減できている．これより応答時間指向 DVFSポリシを用い

ることで，応答時間を性能目標値 Rth 以下に抑えつつ，省電力化を実現できることが確認

された．動作周波数最大の場合と比較して，実行時間全体を通した消費電力の削減量は平均

10.0 W（全体の 6.4%）であった．

次に，スループット指向DVFSポリシによりDVFS制御を行った場合の結果を説明する．

図 9 (b)より，測定開始から 3,000 sec付近までは到着率が Tth より低く，スループットは

到着率に追随した．3,000 sec以降は到着率が Tth より高くなり，3,000～5,000 secにおいて
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スループットは Tth と Tth × overspeed ratio（= 1.1Tth）の間を推移した．5,000 sec以降

は到着率が Tth を下回り，ふたたびスループットは到着率に連動して変化した．動作周波数

の変動は図 9 (c)に示すように，2,500 sec付近から徐々に上昇しはじめ，3,000～5,000 sec

の間は到着率の変動に追随してほぼ 2.13 GHzと 2.66 GHzの間を変動した．図 9 (d)に示

す消費電力のグラフからは，実行時間全体において最大動作周波数固定の場合と比較して省

電力化できたことが確認された．以上より，スループット指向 DVFSポリシを用いること

で，トランザクション処理性能をスループットの性能目標値 Tth 以上に維持しながら省電力

化を行うことができると確認された．この実験では，動作周波数最大固定の場合とくらべて

消費電力の削減量は平均 11.8 W（全体の 7.5%）であった．

以上の結果より，我々が提案するアプリケーション指向省電力手法では，応答時間指向

DVFS ポリシとスループット指向 DVFS ポリシのどちらを用いて DVFS 制御を行った場

合も，実サーバのトレースをもとにした負荷変動に対して性能目標を達成しつつ消費電力を

削減できることが確認された．

5. 関 連 研 究

アーキテクチャレベルでのDVFSによる省電力技術は，様々な制約条件，目的の下で提案

が行われてきた．特にここ数年はマルチコアにおけるDVFSの研究が主流である．Herbert

らは文献 5)において動作周波数・電圧の制御単位である VFI（voltage/frequency island）

の粒度選択のトレードオフについて検証した．また Herbertらは文献 6)において，製造プ

ロセスのばらつきを考慮にいれて DVFSの制御を行うことで電力効率を大幅に改善できる

ことを示した．また DVFS関連の研究では SPEC2000などのベンチマークが用いられるこ

とがほとんどであったが，文献 5)では Apacheや TPC-C，TPC-Hなどを評価に用いて実

際のサーバのワークロードでの効果を測定した．ただし文献 5) で提案される DVFS 制御

には CPU使用率のみが用いられており，本研究で提案するアプリケーション性能を用いた

DVFS制御とは異なる．また評価において，TPC-C，TPC-Hはそれぞれ複数あるワーク

ロードの 1つであり，省電力効果の測定のみが行われている．本論文が前提とする，OLTP

における性能要求を満たすことができているか，また実行時の動的な負荷変動にどう対応す

るかという観点からの評価は行われていない．

アプリケーション性能を考慮した省電力化の取り組みとしては次にあげるようなものが

行われてきた．Chenらは文献 7)において，multitier構成のWebアプリケーションシス

テムの応答時間と動作周波数の関係を予測する手法を提案した．しかし，この手法を利用

した動作周波数制御に関する検討は行われていない．Leeらは文献 8)，9)において動画再

生，動画エンコーディング，画像圧縮などのアプリケーションを対象として，DVFS機能を

有するプロセッサを搭載した環境における省電力なタスクスケジューリング手法を提案し

た．これら動画・画像処理に特化したスケジューリング手法では，制御には CPU使用率が

指標として用いられており，実行時アプリケーション性能情報を用いる本研究とは異なって

いる．ElnozahyらはWebサーバをアプリケーションとした場合に，応答時間を指標とし

て DVFS制御を行い，それに加えてリクエストのバッチ処理を行うことによる省電力化手

法を提案した10)．文献 10)の提案する DVFS制御ポリシでは応答時間を指標として用いて

おり，シミュレーションにより評価がなされている．それに対し，本研究では実際に稼動す

るシステムにおける測定で評価を行っており，スループット性能を用いた DVFS制御ポリ

シを提案している点について異なる．Rusuらは文献 11)において，Webアプリケーション

の応答時間を用いた省電力化手法を提案した．この手法では非均一なマシン構成のクラス

タを対象としており，応答時間性能の性能目標を達成できる範囲においてクラスタを再構成

し，また各マシンにおいて DVFS制御を行うことにより省電力化を実現している．この手

法では応答時間と動作周波数の関係を線形なモデルで近似しているのに対して，本研究で

は実際の応答時間の測定値に基づいて動作周波数を決定している点，また OLTPのように

ミッションクリティカルなアプリケーションで重要であるスループット性能についても検討

を行っている点について異なる．

データベースシステムの省電力化技術に関する研究では，データベース分野研究の方針

を決めるうえで重要な役割を果たしている The Claremont Report on Database Research

の 2008年版12) で，データベースエンジンの見直すべき項目として省電力化技術が指摘さ

れた．そのほかにもデータベースシステムの省電力化技術を指摘する文献は多い．Graefe

は，データベースシステムのクエリ最適化の新たな指標としてエネルギー効率を導入するべ

きであると指摘した13)．また同著においては，クエリオプティマイザやスケジューラなど

の各モジュールが解決するべき課題が提示されている．Harizopoulosらはデータベースシ

ステムの消費電力削減はハードウェアの省電力化技術だけでは不十分であり，データベース

エンジンの改良が不可欠であることを指摘した14)．しかし具体的な省電力化手法の提案は

少ない．

データベースシステムの中でも，オンライン分析処理（OLAP）に関しては省電力化技

術への取り組みが比較的多く見られる．Mezaらは OLAPに適したシステム構成のシステ

ムにおいて，各コンポーネントの詳細な消費電力の測定を行い，最適なハードウェア構成
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を調べた15)．Poess らは業界標準ベンチマーク TPC-H のトップシステムの消費電力を見

積もり，電力効率の時系列変化を分析した16)．また彼らは様々なハードウェア構成におけ

る DBMSの消費電力と性能の関係を分析した17)．Tsirogiannisらはハッシュ結合，ソート

マージ結合などのデータベース処理の消費電力の分析を基に，エネルギー効率を最も高める

ようなシステム設計の指針を提案した18)．Langらはクエリスケジューラを改善することで

プロセッサの省電力モードを活用し，消費電力を削減する手法を提案した19)．Xuらは消費

電力を電力モデル化することによってクエリオプティマイザを構築し，データベースシステ

ムの消費電力を削減する手法を提案した20)．

オンライントランザクション処理に関する省電力化の取り組みとして，PoessらはTPC-C

の歴代トップシステムの消費電力を見積もり，消費電力あたりの性能の増加率が十分ではな

く，現在の性能向上率が維持すると消費電力の絶対量は増え続けると予測した21)．しかし，

文献 21)においては省電力化手法は提案されていない．Xuらは文献 20)において TPC-H

に加え，彼らの power-awareなクエリオプティマイザの評価実験で TPC-Cを用いた．Xu

らの手法では省電力化のために DVFSを用いておらず，また実行時の負荷変動を考慮して

いないという点において本研究とは異なる．

6. お わ り に

本論文では，OLTPにおけるアプリケーション指向省電力化手法を提案し，その効果を

実測により評価した．我々の提案する手法では，Dynamic Voltage and Frequency Scaling

を利用し，実行時のアプリケーション性能情報を活用することにより，動的な負荷変動に追

随した省電力化を実現している．応答時間とスループットそれぞれを指標とした DVFSの

制御ポリシを設計して評価実験を行い，アプリケーションの性能目標を達成しつつ省電力化

できていることを確認した．実サーバの負荷トレースをもとにした評価実験では，応答時間

指向 DVFSポリシを用いた場合には 10.0 W（全体の 6.4%），スループット指向 DVFSポ

リシを用いた場合には 11.8 W（全体の 7.5%）の消費電力削減効果が確認された．

今後は，データベースサーバだけでなくフロントエンドサーバまでを含めた OLTPのシ

ステム全体の省電力化について取り組んでいきたいと考えている．
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